　研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　ＬＣＰみさわ　南天の郷　　職　種　介護福祉士　　氏　名  長濱　佳祐

	期　　間　　令和元年11月7日　～　令和元年11月8日 （2日間）

	出張目的    令和元年度　青森県認知症対応型サービス事業管理者研修

	出 張 先    県民福祉プラザ　大研修室

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜考察＞

　これまでは、入居者様への直接的なケアに重点を置き、業務改善やスタッフのスキルアップなどに努めていた。しかし、「管理者」という立場で考えていく場合、入居者様だけではなく、各スタッフ、ひいては事業所全体の視点で見ていく必要がある。入居者様の生活を支えるスタッフや、その生活の場となっている事業所自体を守っていく事は、結果として入居者様へのよりよい支援と繋がっていく事と考えられ、その為にも制度や提供しているサービス内容をよく理解し、舵取り役を担っていきたいと思う。

○認知症サービス事業所管理者研修　カリキュラム

1．講義一日目

　　①地域密着型サービスの基準について

　　②介護従事者に対する労働管理について

　　③介護事業所における防災についての理解

　　④地域密着型サービスの取り組みについて

　 講義二日目

　　⑤適切なサービス提供のあり方について

　　⑥介護事業所におけるリスクマネジメント

　　

· 講義一日目　１１月７日（木）

＜1＞「地域密着型サービスの基準について」

　　　　　　　　　青森市　福祉部　介護保険課　副参事　田村　亜希世　氏

　Ⅰ地域密着型サービスの概要

　１．地域密着型サービスとは

地域密着型サービスは、認知症高齢者や一人暮らし高齢者の増加などを踏まえ、高齢者が要介護状態になっても出来る限り住み慣れた地域で生活を続けられるようにできる観点から、原則として日常生活圏域内でサービスの利用及び提供が完結するサービスを新たに類型化し、市町村が事業所の指定及び指導・監督を行うこととしたものである。

　２．地域密着型サービスの仕組み

　（１）所在市町村の住民のみが保険給付の対象

　地域密着型サービスの仕組みについては、市町村（保険者）が事業者指定を行い、原則として当該市町村の住民（被保険者）のみが保険給付の対象となる。

　※事業所が所在する保険者（Ａ市）の同意があった場合には、他の保険者（Ｂ市）も同事業所を指定でき、Ｂ市の住民も同事業所を利用できる仕組みになっている。

　（２）地域単位での適切なサービス基盤整備が可能

　　　入所系・住居系サービスについては、日常生活圏域ごとの利用定員総数を介護保険事業計画に定め、これを超える場合には、指定をしないことができる。市町村が指定及び指導・監督を行うこととなるため、市町村が主体となり適切な運営を確保することが可能となる。

　（３）地域の実情に応じた報酬・基準の設定が可能

　　　厚生労働大臣が報酬及び基準を定めるが、市町村（保険者）一定の範囲内で変更することが可能となっている。

　（４）公正かつ透明な仕組みとサービスの質の確保

　　　事業所の指定等又は指定基準等の変更を行う場合には、地域密着型サービス運営委員会の意見等を聞くなどし、公正かつ透明な制度運営を確保できるようにしている。

　市町村による事業者の指定及び指導監査についても、「サービスの質の確保」を重視し、適正な審査及び適切な指導監査・情報公開の促進を行う。なお、他のサービス類形と同様、指定の更新制も設けられている。（６年ごと。事業所が所在する市町村だけではなく、他市町村の利用者がある場合、他市町村からも指定の更新を受ける必要がある。）

Ⅱ　地域密着型サービスの種類
	種類
	内容

	認知症対応型通所介護（介護予防）

（法第８条第１７項）
	認知症高齢者について、老人でサービスセンター等に通わせ、その施設において、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うサービス

	小規模多機能型居宅介護（介護予防）

（法第８条第１８項）
	心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、居宅において、又はサービス拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、その拠点において、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行う。

	認知症対応型共同生活介護（介護予防）

（法第８条第１９項）
	認知症高齢者につき、その共同生活を営むべき住居（認知症高齢者グループホーム）において、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うサービス

	複合型サービス

（法第８条第２２項）
	訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護又は小規模多機能型居宅介護を２種類以上組み合わせることにより提供されるサービスのうち、訪問看護及び小規模多機能型居宅介護の組み合わせその他の一体的に提供されることが特に効果的かつ効率的なサービスの組み合わせにより提供されるサービス


Ⅲ　基準の性格

　指定地域密着型サービス事業者・指定地域密着型介護予防サービス事業者は、「指定地域密着型サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」に定める基準、その他の関係通知等を遵守しなければならない。

　基準は、指定地域密着型サービスの事業がその目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めたものであり、指定地域密着型サービス事業者は、常にその事業の運営の向上に努めなければならない。

　指定地域密着型サービス事業者が、①指定時に市町村長から付された条件に従わないとき、②人員基準を満たしていないとき、③設備・運営基準に従った運営をしていないときなどは、市町村長は期限を定めて是正を勧告できる。勧告に従わないときは、その旨を好評のうえ、命令することができる。

＜２＞「介護従事者に対する労務管理について」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石戸社会保険労務士事務所　石戸　大　氏

Ⅰ　最近の法律改正のポイント

１．労働契約法の一部を改正する法律

　（１）有期労働契約の新しいルール

　　・有期労働契約とは、６ヶ月、１年等の期間を定めて雇用する場合をいい、パート、アルバイト、契約社員、嘱託等の呼称にはとらわれない。

　①有期労働契約が５年を超えて反復更新された場合（法第１８条）

改正『労働者の申込により無期労働契約に転換させる仕組みの導入』

　　・申し込みは５年目の初日から末日までに申込みできる。

　　・転換は労働者が申込すると承諾されたものとみなされる。

　　・６年目から無期労働契約となる。

無期労働契約…職務、勤務地、賃金、労働時間などは、直前の有期労働契約と同一の労働条件となる

クーリング期間…原則として６ヶ月間の空白期間がある時は前の契約期間は通算しない。

②期間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止（第２０条）

・一切の労働条件について適用される。

　　・賃金、労働時間、服務規程、通勤手当、食堂の利用等が含まれる。

　　改正『契約社員と一般社員の労働条件が相違する場合、その相違は、職務の内容や職責、配置の範囲等を考慮して、不合理と認められるものであってはならない。』

　（２）有期労働契約の更新等（雇止めの法理の明文化）（第１９条）

　　改正『雇止めが客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められないときは、有期労働契約が更新（締結）されたとみなす』

２．施行後の企業における対応

　（１）就業規則や処遇に関する規程の整備、契約書の見直し

　（２）実質的に無期契約労働者となっている者への対応と決定

　（３）契約更新と雇止めの手続きを明確にして本人に伝える事

　（４）無期契約労働者となった場合の退職金、賃金等の整備

　（５）無期転換されることを好まない契約社員の対応も考える

Ⅱ　就業時間の基本と就業規則の例

１．労働基準法の労働時間

（１）労働時間とは（賃金の支払発生）

　　　　労働基準法でいう労働時間とは、労働者が「使用者の指揮命令に服し労務を提供している時間」のことを言う。

（２）始業時刻とは

　　　　施設で定めている仕事を始める時間、または実際に仕事を始めた時間。

（３）終業時刻とは

　　　　施設で定めている仕事を終了する時間、または実際に仕事を終わった時間。

（４）休憩時間とは（賃金の支払いなし）

　　　　労働者が仕事から離れて自分の自由に利用できる時間の事。従って労働時間とはならない。

（５）休憩時間の与え方

　　　　休憩時間は労働時間の途中に与えなければならない。

　　　①労働時間が６時間を超える場合…４５分以上

　　　②労働時間が８時間を超える場合…６０分以上

（６）起算日

　　　①１週間とは

　　　　原則として日曜日から土曜日の歴週をいう。ただし、会社で土曜日と定めた場合はその日からスタートとなる。

　　　②１日とは

　　　　午前０時から午後１２時までをいう。ただし、交替制や深夜業などで１勤務日が２歴日にまたがったときは、始業時刻の属する日の労働として扱われる。

（７）労働時間の繰り上げ繰り下げ

　　　　労働時間の繰り上げ、繰り下げとは、業務の都合により始業・就業の時刻を早くしたり、遅くしたりする方法をいう。（休憩時間を移動させることを含む）

○労働時間の基本的な考え方

　　労働基準法に定めている法定労働時間は、原則として１週４０時間以内、１日８時間以内

（労基法第３２条）

◆特例措置対象事業所

　常時９人以下の労働者を使用する以下の業種は１週４４時間となっている。

　（１）保健衛生業（介護事業等、病院他）

　（２）商業

　（３）接客娯楽業等

Ⅲ　１ヶ月単位の変形労働時間制

１．変形労働時間制とは

　　　特定の週または日に法定労働時間の枠内を超過することを認める制度。業務の繁閑に応じた、労働時間の弾力的な配分を認めようとする趣旨。ただし、「一定の期間」を平均して４０時間以内としなければならない。

　２．１ヶ月の労働時間の限度枠

　　　１ヶ月単位の変形労働時間制とは、１ヶ月以内の一定の期間を平均し、一週間辺りの労働時間が４０時間を超えないように定める方法。

　　　１日、７時間、１０時間、１２時間であってもよく、また、１週３５時間、４８時間、５０時間であってもいいという制度。

　３．１ヶ月単位の変形労働時間制を採用した場合の１ヶ月の総労働時間

	２８日
	２９日
	３０日
	３１日

	１６０．０
	１６５．７
	１７１．４
	１７７．１


　　　


４．採用の要件

　　１ヶ月単位の変形労働時間制を採用する場合には、労使協定又は就業規則その他これに準ずるものにより次の①～⑤の項目を具体的に定めておく必要がある。

　①変形期間の起算日を定める

　②変形期間を１ヶ月以内とする

　③変形期間における法定労働時間の総枠の範囲内とする

　④各日、各週の労働時間を特定する

　⑤各日の始業及び就業時間を具体的に定める

５．勤務割表の作成義務

　①勤務割表は毎月必ず作成する

　②何が何でも法定労働時間内で作成する

　③作成していなければ１ヶ月単位の変形は認められない

　④勤務表を超えて働いたら残業扱いとする

　⑤実際の就業時間とタイムカードの時間に「ズレ」がある場合は訂正する

　⑥訂正する場合は理由が必要であり、本人からも事情を確認の上訂正すること

　⑦勤怠訂正理由書は保存しておく

Ⅳ　休日

　休日とは、労働義務がないとされる日（公休日）の事を指し、一定の要件のもとに「労働の義務を免除した日」のことをいう。

１．変形労働時間制と休日の関係

　（１）１ヶ月単位変形労働時間制を選択した場合

　　　　　法定休日＋法定外休日＝１ヶ月平均４０時間以内となる

　（２）休日の定め方

　　＜手順①＞法定休日は必ず定める

　　＜手順②＞法定外休日で調整して週平均４０時間となるようにする

２．休日の振替（休日の変更）

　　　休日の振替とは休日と外の労働日とを事前に入れ替えて変更し、休日とチェンジすることをいう。

３．休日振替と時間外労働

　　　休日を振り替えたことによってその週の労働時間が１週間の法定労働時間を超える場合には、その超えた時間については時間外労働となる。

Ⅴ　代休

　代休とは、休日労働をした代わりに、別の日の労働日を休ませる方法をいう。ただし休日に労働させたという事実は残る。

（１）日曜日を出勤させたとき

　　　　休日労働扱いとなるので１３５％の割増賃金の支払いが必要となる。

（２）割増賃金と代休日の賃金の支払方法

代休日は欠勤扱いとなり、その日の賃金は代休控除となり支払いをしなくてもよい。ただし、就業規則に定めがあること、職員には十分説明をしておくことが重要。

Ⅵ　就業規則の位置づけの変化

１．人間関係、慣行で済んだ時代から「約束を守る」時代へ

（１）人間関係、慣行　　　　＜労働者＞　　　　　　　＜解決＞

・長期の雇用補償　　　　　　・不満　　　　　　　　　・企業慣行

・年功序列型賃金　　　　　　・苦情　　　　　　　　　・上司の説得

企業慣行とは…成文の規則に基づかない取り扱いや処理が長い間反復継続して行われ労使相方とも準則として機能している場合をいう。

（２）約束を守る背景　　　　　　　　　＜労働者＞　　　　　　　　　＜解決＞

・激しい競争の時代へ突入　　　　　　　・自分を守る為の苦情　　　　・約束を守る労働契約

・契約社員、パートの増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・約束を守る就業規則

・成果主義の導入（チームワークの欠如）

・短期の雇用（忠誠心の欠如）

※企業慣行や人間関係による不満や苦情の解決は難しく、互いに約束した約束を守る時代となった。

２．時代（変化）に合わせた規程の整備が必要

（１）労働契約法

　　　　就業規則が労働契約の内容となった（第７条）

（２）問題社員増加の原因

○法人側

①法人側の労務管理意識が薄い。技術レベルには力を入れている。労働者は法人に背くものではないと思っている。

②労働者の悩み、不満に耳を傾けない。上級管理職の意見が通らない

○労働者側

①権利意識が高くなった。都合の良い情報が手に入る。

②誉められたことがない、達成感はない、将来への不安がある。

○働きがいとは









Ⅶ　「働き方改革」　～一億総活躍社会の実現に向けて～
　①時間外労働の上限規制の導入

　・残業時間の上限は「原則として月45時間・年360時間」とし、臨時的な事情がなければ

　　これを超えることはできません。

・臨時的な特別な事情があって労使が合意する場合でも、以下を超えることはできません。

■年720時間以内

■複数月平均80時間以内（休日労働を含む）

■月100時間未満（休日労働を含む）

　②年次有給休暇の時季指定　2019年4月～

労働基準法の改正により、使用者は法定の年次有給休暇付与日数が10日以上の全ての労働者に対し、

毎年5日、年次有給休暇を確実に取得させる必要があります。

　③同一労働同一賃金
・正規雇用労働者と非正規雇用労働者との間の不合理な待遇差が禁止されます。

　非正規雇用労働者（パート・有期雇用・派遣労働者）の以下のⅠ～Ⅲを統一的に整備します。

1.不合理な待遇差をばくすための規定の整備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　①職務内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　②職務内容・配置の変更の範囲
　　　　　　　　　　　　　　　　　　③その他の事情
　　　　　　　　　　　　　　　　　の違いに応じた範囲内で、待遇を決定する必要があります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　①職務内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　②職務内容。配置の変更の範囲
　　　　　　　　　　　　　　　　　が同じ場合、待遇について同じ取扱いをする必要があります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　※職務の内容とは、業務の内容+責任の程度をいいます。

2．労働者に帯アする待遇に関する説明義務の強化
・非正規雇用労働者は、「正社員との待遇差の内容や理由」など、自身の待遇について説明を求める

　ことができるようになります。

　事業主は、非正規雇用労働者から求めがあった場合は、説明をしなければなりません。

3．行政による事業主への助言・指導等や※裁判外紛争解決手続（行政ＡＤＲ）の規定の整備
　※事業主と労働者との間の紛争を、裁判をせずに解決する手続きのことをいう。
都道府県労働局において、無料・非公開の紛争解決手続きを行います。

「均衡待遇」や「待遇さの内容・理由に関する説明」についても。行政ＡＤＲの対象となります。

4．パワーハラスメント対策①

　★パワハラ防止が法制化・対策の強化　→　（労働施策総合推進法）
　・施行　～2020年6月までに　（中小事業主　2022年4月～）

　★事業主の責務

①予防から相談対応までの防止措置義務

②研修の実施等の努力義務

　パワーハラスメント対策②

「パワハラ」とは、同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を

　背景に、業務の範囲を超えて精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為


　パワーハラスメント対策③

	
	行為類型
	具体的行為

	1
	身体的な攻撃
	暴行・障害

	2
	精神的な攻撃
	脅迫・名誉毀損・侮辱・ひどい暴言

	3
	人間関係からの切り離し
	隔離・仲間外し・無視

	4
	過大な要求
	業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの
強制、仕事の妨害

	5
	過少な要求
	業務上の合理性がなく、能力や経験とかけ離れた
程度の低い仕事を命じる、仕事を与えない

	6
	個の侵害
	私的なことに過度に立ち入る


5.安全配慮義務って何？

　「労務の提供にあたって、労働者の生命・身体等を危険から保護するよう配慮すべき使用者

　（事業者）の義務」をいいます。

　使用者の指揮命令に従って働いてもらう以上は、その支配領域下で生じる危険から労働者の安全を

確保する義務がある、という考えに基づく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


労働契約に付随する信義則上の義務といわれています。

裁判例の蓄積により、解釈に基づく判例法理として確立されてきました。
現在は労働契約法第5条で明文化されています。

第5条（労働者の安全の配慮）

「使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮をするものとする」
＜３＞「介護事業所における防災についての理解」

　　　　　　　　　　　　青森地域広域事務組合　消防本部予防課　消防司令　大川　智弘氏

１．防火安全対策

　　防火安全対策は、建築基準法や消防法等に適合するよう維持管理されていることが前提条件である。

①出火防止対策

　　火気の管理については、次の事項について施設職員はもちろん、入所者等へも十分な説明と協力を求めることが重要。

・火気管理

　　入所室は原則として裸火の使用を禁止する（ロウソク、喫煙等）

・喫煙管理

　　「タバコ」による出火は毎年火災原因の上位となっている。対策として、喫煙場所を特定すること。

・暖房管理

　　暖房用のストーブは熱源が露出していないものが望ましい。

（熱源が露出しているとカーテンや衣類、布団などに着火する恐れがある）

・厨房設備

　　安全機能付きのものが望ましい。（料理油過熱防止装置、消し忘れ消化機能、等）

・入居室の管理

　　施設職員が入居者と共に、清掃、整理整頓を行い火災危険物の排除をする。

　　（たこ足配線の禁止、白熱灯と衣類を接触させない、暖房器具の周囲に可燃物を置かない、等）

②火災拡大の防止対策

　　火災の拡大を防止し、避難に要する時間を確保するための留意事項

・構造、内装仕上げ

　　内装仕上げを不燃性にする。

　１）コンロを壁面に接して設置する場合は、壁は下地を含め不燃材料にする

　２）スプリンクラーの設置基準により、壁や天井の仕上げを準不燃材料にする

　３）出火のおそれのある部屋は自動閉鎖の扉にする

・防炎物品、防炎製品

　　施設において使用する次のものは防炎性能を有すること

　１）カーテン

　２）絨毯

　３）のれん

　４）その他法令の定めるもの

③早期発見、初期消火対策

　　火災を早期に発見し、消火活動を行うための対策

・自動火災報知設備を設置し維持管理をする

・連動型住宅用火災警報器を設置する　　

・消化器の使用方法を周知する

④早期通報対策

　　消防機関へ火災を早期に通報するための対策

・消防機関へ通報する火災報知器を設ける。また、装置の使用方法、機能を周知する

⑤避難対策

・２系統以上の避難経路を設ける

・一時的な避難場所や避難経路のスペースを広げる

・施錠された出口は鍵を用いなく容易に開錠できること

・避難器具の使用方法を周知する

・施設の実態にあった避難計画を作成する

２．防火管理

①防火管理者の責務

　１）適正・誠実な防火管理業務の遂行

　２）施設従業員等への指導・監督

３）消防計画の作成と届け出

４）消防訓練の実施

５）消防法施行令第４条に規定する内容

②消防計画




③消防訓練

・消火訓練

・通報訓練

・避難訓練

・夜間を想定した消防訓練

　※年２回以上実施

　※消防機関へ訓練の通報（書面で届け出）

　※問題点の把握とその改善

＜４＞「地域密着型サービスの取り組みについて」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　青森県認知症介護指導者　青木　知久　氏

Ⅰ　社会福祉法　２０００年６月

１．福祉サービスの基本理念（第３条）

　・目標→個人が尊厳を持ってその人らしい生活を

　・方法→自立支援、選択の自由、自己決定、質の高いサービスの活用

　・どこで→在宅生活を中心とした地域社会で

２．地域福祉の促進（第４条）

目的「福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営むこと」

　　「社会・経済・文化その他あらゆる分野の活動に参加できるようにすること」

地域福祉を進める人

・地域住民

・社会福祉を目的とする事業を経営する者

・社会福祉に関する活動を行う者などへの共働

３．福祉サービス提供の原則（第５条）

１）利用者の意向を十分に尊重

２）保健・医療サービスその他の関連するサービスとの有機的な連携

３）総合的サービスの提供の実施に努める

Ⅱ　２００６年度介護保険制度改革

１．６つの地域密着型サービス

１）夜間対応型訪問介護

２）認知症対応型通所介護

３）小規模多機能型居宅介護

４）認知症対応型共同生活介護

５）地域密着型特定施設入居者生活介護

６）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

２．地域密着型サービスの基本視点

　１）個別ケアの重視→ケアの小規模化

　２）日常生活圏域→サービスの地域化（地域包括ケアの構築）

３．地域密着型サービスの特徴

　１）原則日常生活圏域の中でサービスを完結

２）よって計画的にサービスを整備する市町村で利用が完結

３）事業所の規模は小規模

４）地域独占サービスを前提

５）サービス提供は２４時間３６５日で安心の確保

６）報酬水準は高くなく、まるめ方式も

７）市町村が事業所を指定や指導監査を行う。また、指定の拒否や独自の基準報酬も可能

８）住民や利用者家族、関係機関が運営に参加

４．地域密着型サービス事業の一般原則

○基準第３条

　１）指定地域密着型サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めなければならない。

　２）指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスの事業を運営するにあたっては、地域との結びつきを重視し、市町村、ほかの地域密着型サービス事業者又は居宅サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めなければならない。

５．地域包括ケアシステムが求められる理由

　２０２５年の高齢社会を踏まえると、①高齢者ケアのニーズの増大、②単独世帯の増大、③認知症を有する者の増加、が想定される。

　その為には、介護保険サービス、医療保険サービスのみならず、見守りなどの様々な生活支援や成年後見制度の権利擁護、住民の保証、低所得者への支援など様々な支援が切れ目なく提供されることは必要。しかし、現状では各々の提供システムは分断され、有機的な連携が見られない。そこで、地域において包括的、継続的につないでいく仕組み「地域包括ケアシステム」が必要となる。

Ⅲ　小規模多機能型居宅介護の実践

１．小規模多機能型居宅介護らしい実践とは

・一人ひとりの生い立ちやつながり、環境は十人十色。輝きを遮る環境も、支援体制ももちろん様々で同じ人はいない。（個別性）

・一人ひとりが本来の輝きを発揮し、地域の中で生活し続けるためにも私たちは個々の生い立ちや環境、願いや想いを把握し、関係する様々な資源とともに必要な支援を提供していく必要がある。

・だからこそ２４時間３６５日即座に対応できる支援が欠かせない。

・「小規模多機能型居宅介護」は自宅や地域で住み続けたいと願う高齢者支援の為の一つのツール。こうすればいい、という答えは利用者本人に向き合うことにある。

・人が人を呼び、人とのつながりが地域を住みよいものに発展できる。

２．小規模多機能型居宅介護の良い点

・利用料負担が毎月一定である（自己負担の宿泊費、食事代等は除く）

・「通い」「訪問」「宿泊」「マネジメント」を柔軟に組み合わせたサービス提供が馴染みのスタッフで受けられる

・各サービスの時間帯、内容等に他の住宅サービスのような制限が殆どない（定員順守規定はある）

・顔見知り（馴染み）のスタッフが様々なサービスを提供してくれる

・ケアマネもサービスの提供を一体的に行い、スタッフ、利用者家族間での情報共有がしやすい

・２４時間３６５日のサービスを受けられる

・必要であれば利用回数に原則上限がない

・地域住民と密接に関わっている

・自らの評価や第三者の評価が義務付けられており、サービスの質を確保、向上できる

・職員配置が他種類の事業所と比べて多い（比較的個別対応可能）

３．小規模多機能型居宅介護の課題

・登録利用者、「宿泊」「通い」の利用定員遵守規定があり、全ての利用者の希望にこたえる事は難しい

　→「必要」と「希望」の見極めが重要

・地域住民や介護、医療関係者への理解が薄い

・登録する際にこれまでの馴染みの関係（ケアマネージャー、デイサービス、ヘルパー等）との関係性を断ち切らなければならない（登録初期のリロケーションダメージの危険性）

・家族の介護力低下（介護の事はなんでも頼んでしまおうという流れ）と利用回数の増大の懸念

・業務の多忙化（ケアマネ業務、管理業務、地域・家族との協力体制構築と維持・評価事業・研修・ケアプラン作成・宿直や夜勤業務の増大など）柔軟性に対応するスタッフの労務やストレス対策に課題

・他の在宅事業所では断られた困難なケースが集まってくる傾向がある

・「終の棲家」にはならず最終的に在宅が困難であれば施設入所や入院を検討せざるを得ない

・採算性や継続性の課題

· 講義二日目　１１月８日（金）

＜１＞「適切なサービスの提供のあり方」

　　青森県認知症介護指導者　池田　哲人　氏

　

Ⅰ　適切なサービス提供を促進するために

法令遵守、権利擁護、情報公開、情報共有等など…適切なサービス提供を促進するために、管理者は主にスタッフを通じてそれらを実践し、適切なサービス提供につなげる事を管理・マネジメントという。

○利用者の権利保証システム

　①基本理念…運営方針、援助方針の明確化

　②実践評価

　③業務改善、課題解決推進

○管理職員の役割

　①サービスを規定する要素の相互影響を見極める

　　・利用者ニーズ、職員の質と量、施設・設備、組織体制、財政状況

　②職員の援助能力の把握と向上に努める

　　・教育、研修計画の企画・実施

　③新しいニーズに対する関心

　　・問題提起

　④ソーシャルアクション

○管理の定義

組織目標達成のために、経営資源を効果的、効率的に活用すること

※経営資源とは、人的、物的、財務的、時間的、情報的

Ⅱ　会議・ミーティングの効率的な進め方

○会議とは

　特定の問題や課題を解決するために、関連する人々が集まり、色々な意見や情報交換し、共通の理解を得ながら実行に移していく会合を指す。

○良いミーティング

①目的があること

②参加する人に力を与える。参加者が決定の過程に参加していること

③そのグループやネットワークを強くしていくこと

④始める前に必要なこと

　・目的の確認

　・参加者の把握

　・場所、日時の設定

　・レジメ資料などの用意

　・どんな役割分担の想定

　　ファシリテーター（議長）※進行役。意見を言う人ではなく、意見を引き出す人。

　書記

　　タイムキーパー

　　プレゼンテーター（報告者）

Ⅲ　報告・相談・連絡（申し送り）

報告とは、上司からの支持や命令に対して、部下が経過や結果を知らせる事。

　①仕事が終わったらすぐ報告する

　②口頭による報告が良いか、文書による報告が良いか考える

　③長期的な仕事は中間報告をする

　④トラブル、事故等はすぐ報告する

連絡とは、簡単な情報を関係者に知らせる事。誰もが発信者にも受信者にもなる

　①連絡はどのルートで誰にするのかを明確にする

　②適切な連絡方法（口頭か、文書か等）を判断する

　③相手にとって必要性が高いと思われるものはすぐ連絡する

　④第三者を仲介して連絡する時は、事実が正確に伝わるよう、伝達の仕方に注意を払う

相談とは、判断に迷うときや意見を聞いてもらいたい時に上司や先輩、同輩に参考意見を聞き、アドバイスをもらう事

①相談内容を整理し、箇条書きにしておく

②誰に相談させるか、あらかじめ決めておく

③相談する目的を明確にしておく（情報をもらうのか、意見をもらうのか、決定や判断を仰ぐのか等）

④相談したいことはメモを残し、必要に応じて定期的に相談する

⑤相談したことについては、結果を報告する

Ⅳ　運営推進会議の位置づけと運営

運営推進会議とは、介護保険法の「指定地域密着型サービスの運営に関する基準」において定められたもので、認知症対応型共同生活介護及び小規模多機能型居宅介護事業所に設置が義務付けられている。

○運営推進会議の目的

　　グループホーム等の事業所が自ら設置し、利用者、市町村職員、地域住民（町内会役員・民生委員・老人クラブなど）の代表者等に対し、提供しているサービス内容等を明らかにすることにより、事業所による利用者の「抱え込み」を防止し、地域に開かれたサービスとする事で、サービスの質の確保を図ることを目的としている。

○運営推進会議の機能

　①情報提供

　②教育研修

　③地域連携・調整機能

　④地域づくり・資源開発

　⑤評価

○運営推進会議に期待される役割

　・利用者の暮らしの質の向上

　・地域づくり

　・相談援助

　・認知症ケアの理解

　・行政、関係機関との連携

　・スタッフのスキルアップ

　・透明性のある運営

＜２＞「介護事業所におけるリスクマネジメント」

青森県認知症介護指導者　森　忠義　氏

　

○リスクマネジメントとは

　・リスクに関して、組織を指導し管理する、調整された活動。

　・利用者の安全を最大の眼目とした上で、サービスの質の向上と利用者満足度の向上を目指す活動

○リスク（危険）をマネジメント（管理）する

…起こりうる可能性を早く予測し、危険の可能性を少なくすること

　1）起きてしまった損害を出来るだけ小さくすること（ダメージコントロール）

　2）過去にあった危険の情報を集め、原因に対処するための予防の計画（リスクコントロール）

○介護事業所におけるリスク

・業務リスク…介護サービスに伴う事故

・経営リスク…介護報酬の変化、経営収支の悪化

・災害等リスク…火災、地震など

・介護報酬の不正受給、介護者による虐待（人権侵害）

○ヒヤリハット活動

　事故には至らないが、ヒヤリとしたりハッとしたという経験を持ち寄り、事故が起こる前に防止対策を講じていく活動

○介護事故と介護過誤

・介護事故…介護事業者の業務遂行中に起きた全ての事故

・介護過誤…介護事業者の過失によって起きた事故（安全配慮義務違反）

※安全配慮義務違反

①その事故が起こることを予測できたか

②予測できたとしたら、回避する方法があったか

介護の専門職として適正な知識・介護技術を用い、サービスを提供することが必要

○存続リスク

・行為自体が不正行為または犯罪行為であって、社会的評価を損ない、ただちに事業の存続まで悪影響を与えるリスク

　　人権侵害（権利侵害）→虐待行為

○感情労働としての介護

・感情労働とは、感情が労働の大きな要素となっているもの（看護師、保育士など）

・感情規則は自分の価値観となり、自分の感情が不適切と感じる時に自分自身に働きかけ、自分自身の感じ方そのものを変えていこうとする

　　→バーンアウト、うつ、自己欺瞞

○介護現場でのリスクマネジメントの基本的な視点

・クオリティ・インプルーブメント（QI）

　より室の高いサービスを提供することによって、多くの事故を未然に防ぐことが出来る

　　→一人ひとりを深く理解することで、安心と安全が保証される。

○福祉のコンプライアンスルール

・介護保険法、社会福祉法、老人福祉法コンプライアンス（法令遵守）、最低基準を守るためのルール

　　→憲法第２５条～生存権～…高齢者や障害者の権利擁護、その人らしい生活を保障すること

○管理者としてのリスクマネジメント

　よりよい生活の実現のために

①コミュニケーション（利用者、家族、職員）

②職員の教育、チームケア

③苦情に対する対応、等がとても重要となる。

・介護の質、安全性を向上させていくことの重要性を認識し（動機づけ）、行動を促す

・継続的な関わり（研修、訓練）の実施により適切な行動へ結びつける

・潜在している問題に向き合い、分析と対策を実施する

Ｃ．Ｅ．Ｏ.








Ｉ．Ｏ．Ｏ.








Ａ．Ｏ．Ｍ.











４０H　×　歴日数／７日





働きがいを持っている職員の多い施設はいきいきとしている





人は自分の好きなこと、納得したことであればすごいエネルギーを発揮する





人は誰でも自分の持つ能力を見出し、発揮したいと願っている








人は誰でも自分の施設の発展を願っている





経営者は職員をよりいっそう幸せにしたいと願っている





働きがいを持っている職員の多い施設はいきいきとしている





均衡待遇規定


不合理な待遇差の禁止





均等待遇規定


差別的取扱いの禁止





パワハラは上司から部下への行為に限られない


差別的取扱いの禁止





火災予防上行うこと


災害発生時行うこと





消防計画





・逃げ遅れの危険、出火の危険、実効性のある計画、夜間の計画　などを想定








